
	警備業


社会の警備業に対する期待は、近年の治安情勢の深刻化の中で高まり、業者数は需要の増大を反映し、警備業法が施行された昭和47年11月から平成23年までの39年間で、11.7倍となっている。　
近年の円高などによる、工場の海外移転や工場閉鎖、御堂筋パレードの廃止、エキスポランドの廃業など警備業務の需要減が見られる。また、公共工事の減少により工事現場が少なくなるなど、需要を低下させている。特に大和川以南は２号業者(道路整理、工事警備等)の中小業者が多く、厳しい経営環境となっている。
業界の概要
警備会社の誕生は昭和37年で、警備業として大躍進したのは39年の東京オリンピック、45年の大阪万博である。悪質な警備業者・警備員による不当事案が多数発生したため、47年に警備業法が制定され、届出制から現在は認可制となっている。
警備業の業務は、警備業法第２条に定義され、公安委員会の認定を受けた警備業者が、他者からの依頼要請を受けて業をなすもので、大きく４つの業務に分けられている。施設警備業務(１号業務、常駐型施設警備・保安警備・空港保安警備・駐車場警備・巡回警備・原子力防護・機械警備)、雑踏警備業務(２号業務、交通誘導・催事警備・道路規制)、運搬警備業務(３号業務、貴重品運搬警備・核燃料等危険物運搬警備)、身辺警護業務(４号業務、要人警備・緊急通報サービス)となっている。
機械警備は、都市部に集中しており、ビルや工場、倉庫、一般家庭向けホームセキュリティが最近浸透してきている。資金力の豊かな全国展開を行う大企業が、受注の殆どを引き受けており、企業間格差が拡大している。
貴重品運搬警備は、大手業者や銀行資本の業者で占有しており、中小業者の参入は難しい。大規模な案件について応札できるのは大企業であることから、中小業者は大企業の下請となるなど、系列化もみられる。
大阪の地位・特徴
全国の警備業者数は、平成23年12月現在で9,058、大阪府は1,169で全国の13％を占めている（警察庁「平成23年における警備業の概要」、大阪府警本部調べ）。大阪府は、東京都についで全国で２番目であるが、ここ数年警備業者の増加は殆どない。
全国の警備員数は、平成23年12月末現在531,111人で、前年より4,957人（0.9％）減少している。警備員数が５人以下の警備業者数が25％で、100人未満が89.2％と中小零細企業が多い。
大阪府については、大阪警備業協会(加盟535社)によると、認可業者の半数近くが未加盟である。加盟企業では、警備員が20人以下の業者が60％以上を占めており、零細企業が多い。これら企業と業務を特化している企業や大手企業とでは、大きく経営格差が見受け　られる。警備員数が100人以上企業は、130社で全体の11.3％となっている。
厳しい経営環境
　最近の公共工事の減少等の影響は大きく、交通誘導や工事現場警備の受注が大きく落ち込んでいる。また、公共関係施設は競争入札により、落札価格を低くしないと落札できないこともあり、経営を圧迫している。
公共工事以外の受注についても、企業間の受注獲得競争や、顧客側の低価格発注などにより、受注単価が下落しており、前年比５％売上げが減少する業者もある。

コスト面では、平成16年の法改正により、警備員等の検定制度導入や、警備業務の区分ごとの警備員指導教育責任者の配置や、警備員への最低30時間の教育が義務付けされており、教育関係経費が上昇し、経営圧迫の要因となっている。

さらに、最低賃金の上昇や社会保険への加入による人件費の増加などがみられる。

このようにコストが上昇する一方で売り上げは低調であり、利益が大幅に減少している業者が増加している。　
節電への取組は、警備業者自体の消費電力は24時間監視の機械警備や事務所の使用電力であるが、出来る限り省エネの設備機器等を導入して対応している。24年夏は計画停電が想定されたことから、百貨店、スーパー等の受注先と打ち合わせが頻繁に行われたため、営業等に見えないコストが発生している。その一方で、関西電力の節電周知看板等の設置に関する警備受注もあった。

平成24年６月にプールの監視を有償で請負う場合には、警備業務に該当することが警察庁の通達によって示されたが、夏だけの市民プールなどの受注単価は低価格であり、採算割れすることもある。
雇用と設備投資は厳しい状況
　雇用状況は、新規学卒者の採用は特定業務に偏り、中途採用者が多い。また、人手不足の際に高齢者雇用に依存したこともあり、従業員の平均年齢は高い。平均雇用期間は３年～５年と短く、10年以上の在職は少ない。離職者も多く定着率に悩む業者も多い。
雑踏警備や道路整理などの警備員への給与は、時間給、日給が殆どで、雨天は警備中止になるなど雇用環境は不安定である。また行事ごとに契約する雇用形態も見られ、補充採用はあるが、新規需要が少ない状況もあり、新規採用は手控えられている。
給与は、厳しい労働環境、条件に比して低い状況もあり、人材確保が困難となってきている。
売上げの減少に見舞われる厳しい経営環境の下で、雇用を維持するために雇用調整給付金を活用している企業もみられる。
設備投資の状況は、機械警備について顧客側の投資又は貸与が殆どである。通報があってから25分以内に駆けつけることが求められているが、主要企業においては、需要が集中する都市部への基地局の設置や巡回車の配置、要人警備での高性能防弾服や高度無線機器等の導入などへの投資は、すでに完了している。今後、一定の設備更新はあるが新規の設備投資は殆ど見込めない。
今後の見通し
大阪は東京に比べ受注が少ない状況ではあるが、百貨店、大型スーパーの新増設、改装やマンションの増加など需要の拡大がある。
梅田北ヤードの再開発、阿倍野、難波などの都市再開発による百貨店、ホテル、商業ビルの新増設が予定されている。
また、万博エキスポランド跡地への大型商業施設新設や吹田操車場跡地の再開発、立命館大学や西大和学園など大阪での大学の新設、移転など受注拡大の要素もあり、中期的には需要が拡大していくとみられる。
イベントは今後、芸能関係イベントや大阪マラソンなどのスポーツイベント、地域活性化を図る各種イベントなど増加も想定され、花火大会も東日本大震災による自粛が解除され、復活されて来ている。このため、雑踏警備や身辺警備などの需要は、拡大するとみられる。
新規事業として、民営の刑務所への参入や駐車監視、防犯パトロール、信書郵便事業、電子認証局業務等の開始など、今後需要が一定増加すると見込まれる。

しかし、大企業と中小企業との間で、収益力、受注力に一段と格差が拡大することが予想される。中小企業にとっては、厳しい受注環境にあって、高齢化が進む雇用環境を踏まえ、優秀な人材を確保し、業務に応じた警備員への研修を充実することが重要である。
さらに、特定の業務に特化することや、警備業に加え、例えば病院警備では医療事務も併せて受注する、高齢介護分野では施設警備と介護者の送迎を併せて受注するなど、複数業務の受注を目指す経営の多角化も有力な方向性の一つとなっている。　（江原　均）
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資料：警察庁『平成23年 警備業の概況』


　　　　　　　　　　　　　　　　　　


